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はじめに 
 イギリスでは、2010年 5月、デーヴィッド・キャメ
ロン（David Cameron、保守党）連立政権の発足により、
14年ぶりの政権交代が起こった。イギリスにおいては、
政権交代の際に教育政策に大きな変化が見られること
は周知のとおりであるが、同年 7 月の「2010年アカデ
ミー法（Academies Act 2010）」制定をはじめ、キャメ
ロン首相は就任直後から積極的に教育改革を推し進め
ている。本稿は、これらの改革のなかでも特に教員養
成政策に焦点を当て、その動向を明らかにし、その上
で教員養成改革の論点及び課題を析出することを目的
とする。 
1. イギリスにおける教員養成ルートの類型 
 イギリスにおいて公立学校の教員になるためには、
正教員資格 1)（Qualified Teacher Status: QTS）が基本的
に必要である 2)。基本的に学卒後の養成であるという
点において、日本の教員養成とは大きく異なっている。
教員養成の方法には、大きく分けて、大学主導の養成
（university-led training）と学校主導の養成（school-led 
training）がある 3)。前者のいわゆる伝統的な教員養成
ルートには PGCE（Postgraduate Certificate for Education）
や教育学士号（B.Ed.）が、後者のいわゆる代替ルート
での教員養成には、SCITT（School-centred Initial Teacher 
Training）やティーチ・ファースト（Teach First）、スク
ール・ダイレクト（School Direct）が挙げられる。 
 最も一般的なルートは、様々な大学で提供されてい
る PGCE であり、学士課程（通常イングランドでは 3
年間）後に入学する、修業年限 1 年を基本とするコー
スである。これは、いわゆる修士号（master degree）で
はないが、学卒レベルの資格（postgraduate certificate）
である。コースには、初等 PGCE（Primary PGCE）と
教科ごとに分かれている中等 PGCE（English PGCE, 
Mathematics PGCEなど）がある。カリキュラムは、そ
の大学によって異なっているが、一般的には座学中心
であるといえる。 
 もう一つの伝統的教員養成ルートである教育学士
（B.Ed.）は、4 年間の学士課程コースである。イギリ
ス（イングランド）の大学の学士課程は通常 3 年間で
あり、修業年限が一年長い。教育学士のコースでは、
初等学校教員の養成がメインであり、比較的入学が容
易であるとも言われている。 
 一方、「学校ベース」のプログラムの一つに SCITT
が挙げられる。これは前労働党政権下で主に展開され
たものであるが、現政権下でも引き続き実施されてい
る。このプログラムを履修することで、修了後 QTSが
取得でき、多くの場合 PGCEも取得可能である。SCITT
では、複数の学校がコンソーシアムを作ってプログラ
ムを提供しており、プロバイダーになるのも（大学で
はなく）SCITT である。当初はコンソーシアムに大学
が必ず入っていなければならなかったが、現在は大学
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を含めずにコンソーシアムをつくることが可能になっ
た。このルートでは、学校でのトレーニングが基本と
なっている。 
 ティーチ・ファーストは、企業及び政府支援の第三
セクターの組織によって運営される教員養成ルートで
ある。大学での学業成績がトップ層（二級上の優等学
位 4)）の学生を、教育困難校でトレーニングすること
を目的としたものであり、アメリカのティーチ・フォ
ー・アメリカ（Teach for America）とも共通点が多いプ
ログラムである。プログラムは通常 2年間で、夏に（大
学で）6 週間の訓練を受けた後、有給の訓練生として
学校に配置される。この制度の導入の背景には、イギ
リスにおける教師の社会的地位の低さがあるといわれ
ている。 
 最も新しい教員養成ルートであるスクール・ダイレ
クトは、2012年に開始された。このプログラムのプロ
バイダーは多くの場合大学である（篠原 2013：95）が、
実際には学校での養成が基本である。プログラムを終
了すると正教員資格が取得でき、多くの場合 PGCE も
取得可能である（プログラムによる）。また、給与付与
型のコースも存在している。この養成方法の最大の特
徴は、学校の裁量が非常に大きいことである。この点
については後述する。 
 以上のような養成方法の財源配分は以下の表１のよ
うになっている。 
 
表 1 2013/14 年度トレーニングルートの範囲 5) 
レベル 配分方法 定員管理 
主要 
トレーナ
ー 
財源方式 
学部 
コア 
高等教育
機関 
高等教育
機関 
授業料 
学卒 
学校 
学校 スクール・ 
ダイレクト 
高等教育
機関 給与 
奨学金 学校 
 
また、それぞれの養成ルートの定員数は、以下の通り
である。 
 
 
表 2 2013/14 年度教員養成定員数（2013年 8月 1 日現
在）6) 
ルート 定員 
学卒 高等教育機関 20,005 
学部 高等教育機関 6,785 
学卒 非高等教育機関（SCITT) 2,526 
スクール・ダイレクト（給付） 3,413 
スクール・ダイレクト 6,173 
計 38,902 
2. キャメロン連立政権の教育改革 
 キャメロン連立政権は、藤井（2011：68）が指摘す
るように、OECDの PISAの結果にこれまで以上に注目
しており、そこでの成績の低下（2000 年：読解力 7 位・
数学 8 位・科学 4 位→2006 年：読解力 17 位・数学 25
位・科学 14 位→2009 年：読解力 25 位・数学 27 位・
科学 16位 7)）は大きなショックをもって受け入れられ
た。PISAの結果が教育制度や教育内容の改革の直接的
な動機とされたわけではない（ibid.）ものの、学力低
下への対応が喫緊の課題とされた。このような背景の
もと、2010 年 11月に教育省から出された白書『教える
ことの重要性（The Importance of Teaching）』では、以
下の 7点について言及されている（DfE 2010：1）。 
・教えることとリーダーシップ 
 ・生徒指導 
 ・カリキュラム・評価・資格 
 ・新しい学校制度 
 ・説明責任 
 ・学校向上 
 ・財政 
 これら 7 つの項目の中で、特に重要視されているの
が「教えることとリーダーシップ」、すなわち教員養成
についてである。白書では、成績優秀者以外への教員
養成資金の提供停止、ティーチ・ファーストの拡大、
教員不足の科目への重点的な投資、そして優秀な転職
者を教員することを通じて教育専門職（ teaching 
profession）に就く者の質の向上を目指すと述べられて
いる。加えて、基礎的な教授スキルを重視しつつ、訓
練者が学校で過ごす時間を増やすように教員養成を改
革するとしている。さらに、「ティーチング・スクール
（Teaching Schools）」のネットワークの開発にも言及し
ている（ibid.: 9）。これらの記述を踏まえつつ、次節で
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は教員養成改革の概要について見ていく。 
3. 連立政権による教員養成改革の概要 
 前節で確認したように、キャメロン連立政権にとっ
て、子どもの学力向上は重要課題であり、そのために
は優れた教員の養成が必要不可欠であった。白書『教
えることの重要性』においても、キャメロン首相とク
レッグ（Nick Clegg、自由民主党）副首相の言葉として、
「まず最も重要なことは、教員の質以上に重要な教育
システムはないという教訓である」（ibid.: 3）と述べら
れている。本節では、前労働党政権との異同に注意し
ながら、連立政権の教員養成政策の概要を見ていく。 
 
(1)スクール・ダイレクトの開始と代替ルートの強化 
 連立政権は、伝統的な PGCE よりも、代替ルートす
なわち学校ベースでの教員養成を奨励している 8)。具
体的には、新たな教員養成ルートであるスクール・ダ
イレクトを導入し、またティーチ・ファーストなどと
いった他の「学校ベース」の教員養成プログラムを強
化している。マイケル・ゴヴ（Michael Gove、保守党）
教育大臣はスクール・ダイレクトを全面的に展開した
いとの意向を持っているとも言われている 9)。スクー
ル・ダイレクト受講生が全体の教員養成枠に占める割
合の変化は以下の通りで、前年度よりも大幅に増えて
いることが分かる。 
 
表 3 2013年度・2014年度教員養成定員配分の変化 10) 
 
 スクール・ダイレクトの量的拡大に対して、ファー
ロングは、「現政権の計画として最もラディカルで影響
の大きいものである」（Furlong 2013: 44）とし、その意
味するところについて、「学校が訓練の場となり、訓練
生を選抜し、認定された教員養成プロバイダーを選ぶ。
このやり方においては、学校の裁量が大きい」（ibid.）
と指摘している。スクール・ダイレクトの拡大ととも
に、政府はティーチ・ファーストにも力を入れている。
これは、「数の面は少ないが、政策としては象徴的で重
要なもの」（ibid.: 43）である。 
 このように、連立政権は、「学校ベース」の教員養成
ルートを強化している。そしてこれは、いわゆる「自
律的学校運営（Local Management of Schools）」や学校
への権限移譲とも関連しているといえよう。と同時に、
「大学と直接競争しながら、個々の学校やアカデミー
のチェーンがプロバイダーになることが推奨される」
（ibid.: 44）こと、さらに「学校にプロバイダーを選ぶ
権利がある」（ibid.）ことにより、学校の裁量が大きく
なり、他方で大学がイニシアチブを取るのは難しくな
っていくことが想定されるのである。これに加えて、
ティーチング・スクールも学校ベースの養成の一端を
担うものとして導入された。 
 
(2) ティーチング・スクール構想 
 連立政権が開始したティーチング・スクール構想は、
指定を受けたティーチング・スクール内で、教員養成、
採用、教員研修をすべて行うという試みである。これ
は、医学分野でのティーチング・ホスピタル（Teaching 
Hospital）をモデルとしている（DfE 2010: 9, 20）。指定
を受けたティーチング・スクールに加え、他の学校（校
種等は問わない）、大学、アカデミー・チェーン、地方
当局、主教区／司教区（dioceses）、民間部門団体など
がアライアンスを形成する。アライアンス内に複数の
ティーチング・スクールがあっても良い。また、アラ
イアンス間で協力し、ティーチング・スクールのネッ
トワークを構築する。 
 ティーチング・スクールは、6 つの分野で指導的な
役割を担うことが期待されている。6 つの分野とはす
なわち、①学校主導の教員養成（School-led initial teacher 
training）、②継続的な専門職能開発（CPD）、③他校へ
の支援、④潜在的リーダーシップの検討及び発展、⑤
優秀なミドル／シニアリーダー教員（Specialist leaders 
of education: SLEs）の募集及び管理、⑥研究と発展、で
ある 11)。①には、スクール・ダイレクトが含まれる。 
 2013 年 8 月 1日現在、既に 357 校のティーチング・
スクール（299 のアライアンス）が指定され、政府は
さらに、2016年 3月までに 600校のティーチング・ス
クールからなるネットワークを形成しようと考えてい
る。基準を満たしていれば、どのような学校でも（公
0% 50% 100%
2014年度
2013年度 高等教育
機関
SCITT
スクール・
ダイレクト
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私、幼初中など問わず）ティーチング・スクールの指
定申請を行うことができ、指定を受けたら 4 年間で計
190,000 ポンド（約 3,000 万円）がアライアンスに支払
われ、教員養成や継続的職能成長などを行っている場
合は追加の資金援助を受けることも可能である。指定
を受ける基準は、教育水準局（Ofsted）から「優
（outstanding）12)」の評価を受けていること、良好なパ
ートナーシップの証拠を出すこと、学校改善の実績と
ともに優れたリーダーシップを見せること、3 年以上
の経験を持つ優れた校長がいる学校であること、6 つ
のコア領域をリードする能力とリーダーシップを取る
チームがあること、等である 13)。 
 このように、ティーチング・スクール構想は、優れ
た学校が中心となった教員養成―採用―研修の一本化
策ともいえる試みである。自発的な指定申請に基づい
て拡大している点で、ボトムアップ型のものであり、
政権与党である保守党の政策方針とも一致するもので
ある。また、それぞれの学校の自発性が重視されてい
るがゆえに、ティーチング・スクールが多い地域と少
ない地域があるなどの地域格差があるため、教育省は
到達目標地域（target areas）を公表している。 
 
(3) 非 QTS 保持者が教授可能に 
a. 2010年アカデミー法制定とフリー・スクール 
 2010 年 7月、「2010年アカデミー法」が制定された。
アカデミーとは、publicly-funded independent schools14)
つまり公営独立学校（篠原 2013：77）である。前労働
党政権は、アカデミーを困難校解消のための施策とし
て設立した 15)一方で、現連立政権は、むしろ優れた学
校をアカデミー化することに重点を置いており、量的
な拡大も積極的に推進している。アカデミーの特徴と
しては、地方当局（Local Authority: LA）からの独立、
ナショナル・カリキュラム適用外（英語・数学・科学
を除く）などカリキュラムの統制を受けないことが挙
げられる。教育当局から独立しているため、教員の採
用権限も持っている。 
 この法律を教員養成の視点から見た場合に重要なの
は、この法律により、「フリー・スクール（free school）」
が設置可能になったことである 16)。フリー・スクール
とは、アカデミーの一種で、教員に QTSが求められな
いという点で特徴的である。また、アカデミーが既存
の学校からの移行を主として設立されるのに対し、フ
リー・スクールは新設を基本とし、親や教師の手によ
って設立されることが可能である点が特徴である
（ibid.）。これは、非営利団体や営利団体による学校設
置が許可され、政府の財源に依存するが統制は受けな
いというアメリカのチャーター・スクールやスウェー
デンの教育改革と類似したものであると言われている
（望田 2012：190）。 
 
b. アカデミーにおける教授資格の緩和 
 2012 年 7 月 27 日以降、フリー・スクールに加えて、
全てのアカデミーにおいて非QTS保持者が教員として
働くことができるようになった。この点について、教
育省のスポークスマンは、以下のようにコメントして
いる。 
「独立学校やフリー・スクールは既に QTSを持ってい
ない優秀な人物を雇用することができる。我々はこのよ
うな柔軟性を全てのアカデミーに拡大する。そうすれば、
より多くの学校が、今まで公立学校では働いたことがな
い素晴らしい言語学者、コンピューター科学者、技術者
やその他のスペシャリストを雇用することができる。
我々は大多数の教員が QTSを持つことを望んでいる。
この追加的柔軟性はより迅速な学校改善の助けとなる
だろう。既存の教員契約はこの小さな変化によって影響
を受けない 17)。」 
 現在、連立政権はアカデミー（フリー・スクールも
含む）の拡大を推し進めており、全ての公立学校をア
カデミー化したいという意向を持っているとも言われ
ている 18)。これは、教育行政改革としての意味合いが
強い 19)が、教員養成改革の側面でも重要な意味を持っ
ている。つまり、連立政権は上述の a.および b.の 2 つ
の段階を踏んで、非 QTS 保持者が学校で教員として働
けるように改革したのである。現政権は、アカデミー
における教授資格を緩和し、QTS は持っていないが
様々な分野で優れた人材を教員にすることが、教育の
質向上につながると主張している。 
 このような意図とは裏腹に、リーズに設立されたあ
るアカデミーが、「熱意があり、信頼でき、自発的な無
資格の数学教員」の募集広告を出し、大きな話題とな
った 20)。その募集要件は、「英語と数学を含む最低 4 つ
の GCSE（A*～C）21)を持っていること」であり、これ
は政府が示している 14 歳から 16 歳の生徒の到達水準
（英語と数学を含む 5つの GCSEでの A*～C）さえも
下回るほどの緩い条件である。つまりこの事案は、
「QTS は持っていないが優れた人材」を教員にするた
めの措置が、「QTSは持っておらず、学業的にも到達水
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準以下の人材」を雇用するために利用されてしまった
ことを意味する。これ以外にも、教育水準局から「不
十分」との評価を受けた 2 つのフリー・スクールにお
いて、かなりの数の無資格教員が雇用されていること
が指摘されている 22)。 
 このような無資格教員の容認は、野党労働党や教職
員組合からの猛反発を招いている。彼らにとっては、
教育の質は、教員の専門的知識や教授スキルによって
支えられるものであり、QTS を持っている（あるいは
最低限 QTSの取得に向けて学んでいる）ことは必要不
可欠なのである。教員として働くために必要なものは
何なのかが、現在の教員養成に関する議論の争点とな
っているのである。 
 
 (4) MTL（Master in Teaching and Learning）への資金援
助停止 
 2010 年 5月の政権交代直後、イングランドにおける
MTL への資金援助の廃止が決定された。MTL とは、
2010 年に当時の労働党政権下で開始されたばかりの、
実践ベースの修士レベル（PGCE は学卒だが修士レベ
ルではない）の教員養成プログラムであった。教職の
高度化（ここでは修士レベル化）を目指して、フィン
ランドの教員養成をモデル（Chung et.al. 2012: 259-260）
としながら導入されたこのプログラムの特徴は、全面
的な政府の資金援助であり、授業料はすべて無料であ
った。また、「養成―導入教育（引用者註：1年間）―
初任期の現職教育を継続的につなごうとするもの」（高
野 2011：6）でもあった。この政策では、イングランド
の 9 地区それぞれにおいて、複数の大学が集結してプ
ログラムを開講していた。 
 例えば、ロンドンでのプログラムの中心的存在であ
ったロンドン大学教育学研究所（Institute of Education: 
IOE）のMTLの詳細は、以下のとおりである。学生は、
学卒院生とミドルリーダー院生であり、院生は必ず大
学のパートナースクールの教員であることが求められ
る。院生は大学に出向いて授業を受けるというよりも、
大学作成の教材を使用しながら自学する。大学教員が、
院生が研修を受けている学校に出向くこともある。こ
の養成形式の最大の特徴は、「コーチング」である。院
生に必ずコーチがつき、指導に当たるのであるが、コ
ーチは、同じ学校内の熟練した教員が担う。コーチに
なる教員は、必ずしも管理職でなくてもよい。コーチ
ングに対するものとして学校に資金が提供される。 
 IOEでは、MTLへの資金援助が始まる前から、実践
ベースのMaster in Teaching（MTeach）というプログラ
ムを提供していた。MTL と MTeach は似ているが、
MTeach にはコーチングがないという点で大きく異な
る。IOE の MTLプログラムには 2010 年 4 月に一期生
が入学したが、同年 5月の政権交代によりMTLへの資
金援助の停止が決まったために、現在では授業料を徴
収している。また、現在すでに新卒院生は募集してお
らず、今後 Master in Teaching に吸収される見通しであ
るとのことである。 
 IOEにおけるMTLのプログラムコーディネーターで
ある Caroline Daly博士によれば、MTLはコスト及び理
念に課題があった 23)。まず、コストの問題に関しては、
MTL は費用の面（授業料の負担）、労力の面（コーチ
の養成）など、いろいろな意味で高くつくという点で
ある。また、理念に関しては、MTLは全国レベルで導
入されたが、必ずしも理念が共有されていたわけでは
なかったという問題も抱えていたという。つまり、前
述のとおり MTL 政策はイングランド全土にわたるも
のであったがゆえに、実際には、既存のコースの名称
を変えただけのようなプログラムもあったということ
である 24)。 
 政権交代直後のMTLへの資金援助廃止の決定は、教
員の修士レベル化は志向しないという現政権の意思表
示といってよいだろう。 
 
 (5) Training and Development Agency の廃止と National 
College for Teaching and Leadership の設置 
 最後に、教員養成政策とは直接的な関係はないが、
教員養成に関わる政府機関の変化、つまり 2012年 4 月
の Training and Development Agency for Schools（TDA）
の Teaching Agency（TA）への改組と 2013 年の TAの廃
止、それに伴う National College for Teaching and 
Leadership（NCTL）の設置についても触れておきたい。
教育省の準政府機関（non-departmental public body）で
あった TDA 及び TA は、公的機関だが独立性が強く、
職員の雇用条件なども独自に決めていた。代わって設
立された NCTL は教育省のエージェンシー（executive 
agency）であり、教育省の一組織である。それゆえ、
現在は中央政府とのつながりが以前より強くなったと
見なされている。 
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4. 連立政権による教員養成政策の論点と課題 
 以上のような連立政権の教員養成政策から見えてく
るのは、大学での教員養成への厳しいまなざしと、「学
校ベース」での養成への強い期待である。スクール・
ダイレクトの拡大やティーチング・スクールにおける
教員養成―採用―研修の一本化策などは、その象徴的
な例といって良いだろう。その一方で、優秀な人材を
教員にすることで教育の質を向上させたいという思惑
は強く、ティーチ・ファーストや教授資格の緩和など
は、そのような意図の下での政策だといえる。成績優
秀者を教員にしたいが、修士レベルでの養成は志向し
ないという連立政権の方針は、修士レベル化も含めた
教職の専門職としての高度化を企図する労働党のそれ
とは大きく異なったものである。連立政権が目指して
いるのは、専門職たる教師が、他の専門職同様、自ら
質保証を行うことによってもたらされる、教育の質の
向上なのである。 
 現教育大臣マイケル・ゴヴは、「教職は、最も優秀な
学卒者が就くべき、地位の高い専門職である」と述べ
る一方で、「教えるということは技術であり、徒弟
（apprentice）として親方（master craftsman or woman）
を観察することで学ぶのが良い。他者を見ること、そ
して見られることが、教室の中で熟達する最善のルー
トである 25)」と述べた。この発言に代表される彼の教
師観・教育観について、ファーロングは、「ひらめきと
技術（inspiration and a craft）のコンビネーション」
（Furlong 2013: 43）であると評しており、大学での教
員養成の弱体化を指摘している 26)。 
 これら一連の教員養成改革は、教育行政的な側面か
ら見れば、各学校レベルに権限移譲を行い、中央での
管理は最小限にするという方針（いわゆる「不干渉の
原則（hands-off principle）」）が貫かれていることも分か
る。また、ニューレーバーがトップダウン式に教育の
質向上の政策を打ち出したのに対して、連立政権はボ
トムアップを志向しているとも言われている。しかし
それゆえに地域ごとに改革の進捗状況に大きな差が出
ているのも事実で、今後どのように対応していくのか
注目される。 
 本稿で見てきた一連の教員養成改革の動向の概観か
ら、いくつかの検討課題を指摘することができる。ま
ず、「学校ベース」の解釈の多様性である。スクール・
ダイレクト、ティーチ・ファースト、SCITT、MTL は
すべて学校ベースの教員養成方法であるが、プロバイ
ダーはどこか、大学がどのように学校と関わっている
か、カリキュラムの中で理論と実践の関係はどのよう
なものか等、多岐にわたっている。現政権の推進する
「学校ベース」の養成のイメージは、MTLのようにア
カデミックな学位として提供されるようなものではな
く、ゴヴ教育大臣のスピーチにもあったように「徒弟」
としての色合いが強いように見える。教員養成に限ら
ず、他分野でも徒弟が見直されているという話（篠原
2013：60-62）もあり、このような動きがイギリスの教
育政策の大きな流れの中でどのように位置付いている
のかについて、日本における教員養成との比較も行い
ながら、より詳細に検討することが必要であるといえ
よう。 
 また、大学における養成について考えた場合、
「RAE27)によって教員養成教育と研究との分離が進行
している」（高野 2013：75）ということも検討すべき
重要課題であるといえる。優れた教員養成教育を行っ
ている大学が研究面（RAE）で高い評価を得られると
は限らない。連立政権の政策では、教育に関する研究
は大学というよりもティーチング・スクールを中心と
して行われることが想定されているように見えるが、
その「研究」はどのような方法で行われるものなのか、
またどの分野で行われるのか。また、一方で、いわゆ
る「教育学」は実践には無用であるという批判もある
が、「教育学」の研究は本当に無用なものなのか。日本
の教員養成改革とも深く関係すると考えられるこの論
点についても、今後の検討課題としたい。 
註 
1) ただし、正教員資格はアカデミックな資格ではないこ
とには注意が必要である。 
2) 2010年アカデミー法が成立してから、公立学校でも正教
員資格を持たない者が教授可能になった。なお、詳細は
本文中に後述する。 
3) “Teacher training options”.  
<http://www.education.gov.uk/get-into-teaching/teacher-trainin
g-options> 
4) イギリスにおいては、大学卒業時に、学業成績によっ
て第一級（First Class Honours）、第二級上（Second Class 
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授与される。 
5) “Allocations Methodology: Initial Teacher Training 
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Academic Year 2013/14”.  
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/203635/TA-00100-2012.pdf> 
6)  “Initial teacher training allocations for academic year 2013 
to 2014”. 13 August 2013, SFR 32/2013. 
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/229468/SFR_ITT_allocations_August_2013
.pdf>より筆者作成。なお、ここにティーチ・ファース
トは含まれていない。 
7) 2003年は、試験そのものは実施されたが分析対象から除
外されたため、データがない。 
8) とはいえ、表2及び表3からも分かるように、数の面で
は今でもPGCEなど高等教育機関での養成が多い。 
9) 2013年9月16日、NCTL担当者への聞き取りにおける発
言より。 
10) “Initial teacher training allocations 2014/15”.  
<https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/300718/itt_allocations_management_inform
ation_21_nov_2013_-_fixed.pdf>より筆者作成。ただし、
2014/15の数値は予定数である。なお、ティーチ・ファ
ーストはこの統計には含まれていない。 
11) “Teaching schools: a guide for potential applicants”.  
<https://www.gov.uk/teaching-schools-a-guide-for-potential-ap
plicants> 
12) 教育水準局による査察では、「優」「良（good）」「可
（satisfactory）」「不十分（inadequate）」の4段階で評価さ
れる。 
13) “Teaching schools: a guide for potential applicants”. 
14) “What is an academy?”  
<http://www.education.gov.uk/schools/leadership/typesofschoo
ls/academies/b00205692/whatisanacademy> 
15) アカデミーは2000年学習技能法（Learning and Skills 
Act 2000）制定により作られたものである。 
16) 労働党は当初、フリー・スクールに否定的な反応を見
せていたが、最近になって一転、フリー・スクール容認
の姿勢を見せるようになった。その際の条件として、①
地方当局への権限付与、②資格を持った教員、③透明性
の3つを挙げている。このような政策上の変更を受け、
保守党は、「いつもの労働党のやり方だ」と批判してい
る。（参考：BBC, ”Labour backs parent-led schools, shadow 
minister insists” . 2013/10/13. 
<http://www.bbc.com/news/education-24510283>） 
17) “Academies to have same freedom as free schools over 
teachers”. 
<https://www.gov.uk/government/news/academies-to-have-sam
e-freedom-as-free-schools-over-teachers> 
18) 例えば白書において、「我々は全ての学校が独自の特
徴、エトス、専門分野を持ち、中央・地方の官僚的制約
から自由であることを望んでいる。それゆえ、我々が熱
望しているのは、自由を享受することを希望する全ての
学校がアカデミーの地位を獲得できるよう支援するこ
とである」（DfE 2010: 11-12）、「我々が熱望しているの
は、学校が中央からの直接的な財政援助を享受し、中
央・地方の官僚制から完全に独立するというアカデミー
の地位が全ての学校立学校にとっての規範となること
である」（ibid.: 52）と述べられている。 
19) 複数のアカデミーから成るアカデミー・チェーン内で、
サポートし合い、水準向上を目指すことが示されている
ことなども、一例であると言えよう。 
20) “Academy advertises for unqualified maths teachers”. 
2013/11/22. 
<http://www.theguardian.com/education/2013/nov/22/south-lee
ds-academy-unqualified-maths-teachers> 
21) General Certificate for Secondary Education、つまり中等
教育修了資格のこと。成績はA*～E（合格）またはF（不
合格）で示される。 
22) “Academy advertises for unqualified maths teachers”. な
お、このうちの一校（モンテッソーリ教育の学校）は2014
年4月に閉校し、もう一校（イスラム系の信仰学校）の
中等部も2014年夏に閉じられることが決まっている。 
23) 2013年9月17日に実施したインタビューより。 
24) MTL政策は短命であったが、ウェールズにおけるMEP
（Master in Educational Practice）の開始は、MTLを彷彿
させるものであるといえよう。2012年度から開始した
MEPは、新任教員を対象とする修士レベルのプログラム
である。ウェールズ政府が全面的にバックアップしなが
ら、カーディフ大学・バンガー大学・アベリストウィス
大学及びロンドン大学IOEからなるアライアンスがプ
ログラムを実施している。この試みがイングランドにお
けるMTLと異なる点は、1つのプロバイダーが提供して
いるために方針が一貫していることであり、今後の展開
が期待される。<http://walesmep.ac.uk/eng/> 
25) “Michael Gove to the National College Annual Conference, 
Birmingham”. 2010/06/16. 
<https://www.gov.uk/government/speeches/michael-gove-to-th
e-national-college-annual-conference-birmingham> 
26) 教職がクラフトか否かはこれまでも長い間イギリス
において論じられてきたテーマである。この論点の現代
的意味ついては、今後の検討課題としたい。 
27) イギリスの大学の研究評価であるResearch Assessment 
Exerciseのこと。 
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